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1．は じ め に

　東 日本 大 震 災 を 受 け て 各 種 の 学会等 で 提 言 が な さ

れ 、日本応用地質学会 で も、他学会等 と 共同で 提言等

を 発表 した。し か し詳 細 な 提 言 は さ れ て い な い 。今後、

本 学 会 の 専 門 性 の 視点 か ら詳 細・具体的な提言 を行 い 、

そ れ に も とづ き 活 動 を して い く必 要 が あ る。そ こ で 日

本応用 地 質学会 土 木 地 質研 究 部会 で は、土 木 地 質学 と

い う視点で の 課 題 と提言 に っ い て 議論 し 素案 （以降、
一

次案） を 作成 し た。ま た 、ニ ュ
ーズ リス ト等 を 通 じ

て 学会員 に 意見照会 を 行 い 、二 次案 を 作成 中 で あ る。

以 下 で は、本 学会や他学会等 の 提言状況を俯瞰する と

と も に、一
次案 と そ れ に 対 す る 学 会 員 の 意見 照 会結 果

を示 す こ とで 、本学会 が 今後 必 要 な活動を論 じ る 。

2．地質 ・地 盤 関連 の 学会等 の 既往 の 提 言 等 の 概 要

2．1 本学会の 提言状況

　本学会 は こ れ まで 、地球惑星科学関連学協会共 同声

明 （平成 23 年 6 月 30 日）、三 十学会共 同 声 明 （平 成

24 年 5 月 10 日 ）、全 地 連 との 共 同 提 言 ・行 動 指針 （平

成 24 年 8 月 1 日）を公 表 し て い る 。こ れ ら の 提 言 の 主

な キー
ワ
ードを ま と め る と表

一1 の とお りで あ り、あ

る程 度網 羅 的 に 提 言 され て い る こ とが わ か る 。

　　 表
一1 本 学 会 の 共 同 提 言 等 の キ ーワード

大項 目 主なキーワ ード

政策 法 制度 （機動 力 ）、総合的な防災・減災政策、エ ネル

ギー政策、自然エ ネル ギ
ー

国 土計画 国土 総合計画、都市計 画、農山漁村計画、防災
・減

災 計画、立地誘導、地域減災計画、土地 利用、太平

洋軸と日 本海軸の バ ックアッ プ体制、

災害予測 低 頻度災 害、災害履歴、地質記録、リスク分析、長
期的 評価、ハ ザー

ドマ ップ、不 確実性、限 界、緊急警

報シス テ厶、災害の複 合 ・連鎖、モニ タリング・観測、
地質学的方法論の 再認識、地 盤 災害 （地震、津波、
盛 土、液 状 化、火山、風水害等）

ハ
ード対策 構造の 強化、施 設 の 整 備、避 難 設 備

ソフ ト対 策 避 難 教育 、日常 防 災

教育 教育研究の 復旧 、防災教育 （避 難教育を含む）

情報、連携 地 盤情報 の データベ ー
ス 、情報公 開・発信 、産 学 官

連 携、学 会 間連 携、

2．2 他学会等 の 提言状況

（1 ） 日本学術会議 の 提言

　 日本 学術会議 で は 、震災関連 で 多 く の 提 言 を 公 表 し

て い る。地 質関連 の 最近 1 年 間 の も の で も、「原発災害

か ら の 回 復 と復興の ため に 必要な課題 と取 り組 み 態勢

に つ い て の 提 言 」 （平 成 25 年 6 月 ）、「東 日本 大震災 に

係 る 学 術 調 査 課 題 と今後 に つ い て 一
」（平成 25 年 3 月 ）、

「地 盤情報 の 共 有化 に 向 け て 一安 全 ・安 心 な社会 構 築 の

た め の 地 質 地 盤情報 に 関す る法整備一」（平成 25 年 1月）、

「い の ち を 育む 安全 な 沿 岸 域 形 成 の 早 期 実 現 に 向 け た

災害廃棄物施 策
・多重 防御 施策 ・生 物 多様性施策 の 統

合化 の 緊急提言 」 （平成 24 年 12 月）、等 が あ る。

（2 ） 地 盤 工 学会 の 提 言

　 地 質 関 連 の 詳 細 ・具体的な提 言 の 例 と し て 地 盤 工 学

会 の 二 次提言 （平成 24 年 6 月）が ある。本提言 は、ま

ず各構 造 物や 発 生 した 現象に お け る 課 題 を 掲 げ、こ の

課 題 の 解決 に 必 要 な複数 の 行政的 ・技術的提言 を述 べ

る 構成 で あ り、56 の 提言 に 加 え 図 や 写 真 等 も 含 め 225

ペ ージ に 及 ぶ 。 地 盤 工 学会 で は、主要 課 題 と し て 、 

戸 建 て 住宅 の 被害、  現行基準 を満足 し な い 既存 土 構

造 物 や 未 対 応 の 自然 地 盤 ・斜 面、  現行技術 ・基準 ・

制 度 （い わ ゆ る 「想 定外 」 の 課 題）、  民 間産業施 設 の

防災対策、をあげて い る。地 盤 工 学会 で は提 言 に も と

づ き、地 盤 品 質判定 士資格 を 立 ち上げ た、

（3 ）他 の 工 学系学会 の 提言

　独 自提言 を 公 表 し て い る他 の 工 学 系 学 会 は 多 く あ

り、建 設 関 連 3 学会や 7 学会 で の 共 同 提 言 な ど、共 同

提言も行 わ れ て い る。しか し全 般 に 地 質 に 関 連す る 提

言 は 少 な い 。こ の 中で 地質 に 多少な り と も関連す る 提

言 を公 表 し て い る学会 と して 、土木学会 （平成 25 年 7

月 等）、 日本 地 震 工 学会 （平成 24 年 5 月 ）、日本 建 築学

会 （平成 23 年 9 月、平成 24 年 ll月 ）、日本 沿 岸域学

会 （平成 24 年 3 月 ）、農業農村工 学会 （平成 23 年 7

月 ）、日本 造 園 学会 （平成 23 年 4 月 ）、日本 災 害情 報 学

会 （平成 23 年 4 月 等 ）、失 敗 学 会 （平 成 25 年 6 月 ）等

が あ る。内容的に は 表
一 1 の 項 目と重複す る もの が 多

い が 、工 学系 は 耐震 基 準 ・対 策 ・復 旧 復興等 に 重点 が

置 か れ 、ま た 分 野 毎 に 特徴 の あ る 提言 とな っ て い る。

（4 ）理 学系学会

　理 学 系 学 会 は、三 十 学会 共 同 声 明 な ど、共 同 で の 提

言が多 い が、一
部 の 学会 は独 自提 言 も 行 っ て い る 。 た

と え ば 地 質学会 （平 成 23年 4 月 ）は 津波堆積物 の 分析、

地 学教育 の 位 置 づ け の 低 さ の 改善、地 球 関連分野 と の

協力 関係 の 推進 を提言 し て い る 。 地 震 学会 （平成 24

年 10 月 ）は 地 震学会 の 行動計画 とい う形 で 、重要課題

や国家 プ ロ ジ ェ ク トに 対す る議論 の 場 の 設 置、他 学 会

と の 連 携 、地 震 予 知 へ の 取 り組 み の 見 直 し 、社会 に 対

す る 等身大の 地 震学 の 現状 を伝 え る こ と、学 術 情 報 発

信 の あ り方 の 検 討 等 を 提 案 して い る。また第 四 紀学会

（平成 23 年 5 月）は 要望 と し て 文部科学 大 臣宛 に 高等

学校 理 科 4 科 目 の 開 講 （具 体的 に は 地 学 の 開 講） を提
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出 し て い る。地 熱学会 （平 成 23 年 5 月 〉は 地 熱 エ ネル

ギー
の 推進 を提 言 して い る。

（5 ）世界銀行

　 世 界銀 行 は 「大 規模災害 か ら学 ぶ一東 日 本大 震災 か ら

の 教 訓一」 を 公 表 して い る 。 そ の 中 で は   構 造 物対策、

  非構造物対策、  緊急対応、  復興計画、  ハ ザ
ー

ドマ ッ プ、リス ク 情報 と 意思 決 定、  災害
・
防災 の 経

済、財政、の 6 つ の ク ラ ス ターに 分 け 、各 ク ラ ス ター

で 複数 の 教訓 を 述べ て お り、計 32 の 教訓集 とな っ て い

る 。 地 質 に 関 連 す る も の と して 、た と え ば   （ハ ザ ー

ドマ ッ プ 等） に つ い て は、予 測や リス ク 評価 の 限 界 の

理 解 と津波堆積物や過去 の 地 形等 の 調 査 な ど の 推進、
ハ ザードマ ッ プ 作成 に お け る 地 域社会 の 関与 、地 域社

会 ・政府機 関 ・専門家問の 情報共有 の 大幅な改善、リ

モ
ー

トセ ン シ ン グ 技 術 の 活 用 等 を 述 べ て い る 。

（6 ） 自治体、業界 団 体、民 間 等

　 自治体 で は 、と くに 地質 に 関連す る もの で は ない が

た とえば横 浜 市 で は 派 遣職員 か ら の 提 言 （平成 23 年 9

月）を公 表 し て い る。業界団体 で は、た とえば建設 コ ン

サ ル タ ン ツ 協会 は 「東 日 本大震 災 の 復興 に 関す る緊急

提 言 一ハ ード ・ソ フ トベ ス トミ ッ ク ス ー
」 （平成 23 年 6

月 ） を 公 表 し て い る ほ か 、日本 下 水道管路管理 業協会

な どい くつ か の 業界 団 体 が 提 言 を 行 っ て い る。民 間で

は 、応 用 地 質（株）が 「東 日 本大震災 と そ の 復 旧 ・復 興

に 向 け て 」 （平 成 23 年 11 月 ）と し て 技術提案 を 行 っ て

い る。

3．土木地質研究部会
一

次案の 内容

　
一

次案 の 表 題 は 「震災 後 の 国 民 の た め の 土 木 地 質 学

の 29 の 課 題 と提 言 （素 案）」 で あ り、下 記 の 課題 ・提

言 か らな る。

　　　　表一2　土 木地 質研究部会提言
一

次案

国 づくり、まちづくりへ の 貢 献
【1】土 木地 質学 的視 点での 国づくり・まちつ くリビジョン の提 案

【2】「科学的な国づ くり
・
まちづ くり制 度」の構 築

【3】 公 共事 業プ ロセス の 改善
【4】 地 質 リス ク評 価 法の 提案

【5】地 形 、地質
・
地盤情報の 集約・公開 による情報 の精 緻 化

【6】防災上 重要な地域で の 地質調査の 実施

【7】精 密な地 質
・地盤図の作成と防災活用

人 づくり、絆づくりへ の 貢献
【8】 「市民のための 土木地質学」の構築

【9】防災教育力リキュラ厶 の充実

【10 】地学教育の 充実と改質

【11 】大学等に おける地質災害関連学科
・
講座の 充実

【12 】土木地 質学 の行 政 への 重要 性 の発信

【13 】土木 地 質学 の 社会関連諸学会への 理解向上

【14 】行政 におけ る土 木 地質技術者の 確保
【15】民間 土 木地 質技 術者の 活用

【16】土木地質技術者の養成

【17】大災 害時の 技術者等の 連携体制の確立

防災 技術づくりへ の 貢献
【18】災害教訓の アーカイブ化と調査

・
設計手法等への昇華

【19 】迅速 な地質調査 技術や遠隔地質調査技術 の開 発

【20 】津波 、液状化、斜面や盛土 、活断層等の現象解明と予 測技術 の精緻 化

【21 】ごくまれな地質リス クの 明示 とその 対応の 明確化

【22 】古い 土木施設の 点検調査の実施とメン テナンス
・
補修技術の 確立

【23】土木 施設の 老朽 化 における地質の影響の把握

【24 】放射性物質に 汚染された廃棄物等の貯蔵・管理技術の信頼性の 向上

【25 】災害廃棄物の 処分場対策の 信頼性の 向上

【26 】地熱 ・地 中熱 エ ネル ギーなどの 新エネル ギ
ー

の 開発

【2フ】大規模地下 空間 等 の利 用 による基地 的 な多機能防災施設の 検討
【28 】地質の 不均質性に応じた適切 な地質 調査 項 目・データ数量 等の 提 案

【29 】多様なリスクに対応 した土 木地 質調 査 ・評 価技 術の 体系化

4．意見照会結果

　 意見照会 に よ り得 られ た 個人会員 か らの 主 な意 見

を 大 ま か に 整理 す る と表
一3 の 通 りで あ る。な お 、こ

の ほ か に 各 研 究部会 お よ び 各支部 か ら意 見 が あ が っ て

い る。

　　　　　 表
一3　個 人 会員 か ら の 主な意 見

大項 目 主な意見 　 （文章は簡略 化や再構成 してい ます1

「表題 」、「はじめに」 表 題は 「応 用地質学の○ ○」で もよい が今 回は「土木 地質

に関するもの 学」の 方が 市民受 けする、冒頭 に 土 木地質 学の 意義を明 記、
「応用地質 学」と「土木地 質学」の定 義を明記、

提言内容の 新提案、地 形を加味した地 質現象の 把握や 詳報提 供（間違った情報

具体化寒に閣するも を市民に 提供しないで ほ しい ）．施工 時の 調査・情報修正 の

の 義務づけ、DIGなど町内会への出前講座、活断層等はパ
ー

ドとソ フトに よる減災が必要、顧 問制度の 寄与度の説明、圭

木 地質技術者 の 中途採用 、海 外事例 と比較 （土木 地質学 の

理 解、アーカイブ等）、構造 物の事 前点検 、放射性廃 棄物も

対 象に、大学での野外調 査の充実 ．地 質学の 魅力 の宜 伝 ．
その 他提 貫 内容に 提 言内容を具体 的に、新規性が ない、意 味不 明、内容 は本

関するもの 当かリサーチ要、「失敗事例」はい いすぎ、用 語の 適正 化

（放射性鹿棄物関係等）、
提 言 主体 に閾するも 他 学会との棲み 分け要 、土木関係 の地質 関連学会 が一堂

の に会 して 提言する必要、
提 言 対象 に関するも 行政だけでは で きない提言あり〔学会協力要 1、学会 等だけ

の で はで きない 課題あり（行政鋤 、「学会と学会員」とは ？、
「教育 関係 者と教 育専門家」とは？

提 言 後の 行動 に関 行 動指針 やアクションプランを作 り実践 、社会 へ の発信 方法

するもの を議 論要 ．
提 言 の構 成．様 式、用 語説明・定義要【地質 リスク等｝．提言 数29は切 りが 悪い 、
数 ．わ か りや すさ、 分 量が 多い、複数 提言をまとめる．行 政や市 民が 理解 でき

用 晒等に関するもの る内容を、短 期的にできる内容に絞る．課題と提言を分ける
べ き、既存 施策で可能なものと立法 が必要 な物 に分ける、
わ かりやすく（この ままで は誰も読まない ）、

5．考察

　提 言 の 新 提 案 ・具 体 化 案 と し て は 、「間 違 っ た 情報

を市民 に 提供 し ない で ほ し い 」 とい っ た、市民 目線 で

の 専 門 家責任 に 関 す る重 要 な 提 案 や 、「地 質学 の 魅力 の

宣伝 」 など、基本的な取 り組 み へ の 提案 も あ っ た。今

後 こ れ らの 意 見 を 取 り込 む 必 要 が あ る。

　提 言 内容や構 成全般 と し て は、よ り具体的 に と い う

意見 が 多 い
一方 で 、分量 が 多 い 、行政や市 民 に 分 か り

やす くす べ き と い う意見 も多 か っ た。こ の た め、土 木

地 質研 究 部会 以 外 の 研究部会等 の 協力 も 得 て 提 言 を 具

体 化 す る と と も に、行政
・
市民 へ の 発信 は 、概要版 を

作成 し、具体的 で 分 か りやす い 提 言 を 主体 に 発 信 して

い く こ と が 必 要 と考 え られ る。

　ま た 、提 言 主体 に っ い て は、他 学 会 との 連 携、ま た

提 言 後 の 行 動 につ い て は 、具 体的 な ア ク シ ョ ン プ ラ ン

を検討す べ き と い う意見 も あ っ た 。 こ れ ら は 土 木 地 質

研究部会 の み で は 困難 で あ る た め 、将来的 に 学会提 言

と して と りま と め 行動す る た め の 組織作 りが 必 要 で あ

る 。

6．ま とめ

　震災関連 の 地質 関 連 の 既 往 の 提 言 に つ い て 俯 瞰す

る と と も に 、「震 災後 の 国 民 の た め の 土木 地 質学 の 29

の 課 題 と 提 言 （素 案 ）」 （一次 案 ） の 作成 と意見照会結

果 の
一

部 に つ い て ま とめ た e 今後 、土 木 地 質 研 究 部 会

二 次案 の 作成、学会提言 の 作成、行動指針や ア ク シ ョ

ン プ ラ ン の 作成等 が 必 要 で あ る。
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